
 

条例に基づくフロー図 

 

建設工事を伴う場合   建設工事を伴わない場合 

【中古物件の購入】 

 

①指定事業者の申請  工事着工予定日の６０日 事業開始予定日の３０日 

           前までに指定事業者指定 前までに指定事業者指定 

           申請書（様式第１号）に 申請書（様式第１号）に 

より申請する。     より申請する。 

            

 

②指定事業者の審査      指定事業者としての指定審査 

                        

③審査結果の通知   指定する場合 指定事業者指定書(様式第２号)を通知 

           指定しない場合 指定事業者不指定書(様式第３号)を 

                   通知 

 

④工事着手      指定後、１８０日以内に工事着手 

           工事着手後工事着手報告書(様式第 

８号)を提出。 

 

⑤事業開始      工事着手後、１年以内に  指定後、１８０日以内に  

事業開始  事業開始後、 事業開始 事業開始後、 

３０日以内に事業開始報  ３０日以内に事業開始報 

告書(様式第９号)を提出  告書(様式第９号)を提出 

 

固定資産税の課税 

 

⑥助成金交付申請   事業開始後、最初に固定資産税が課せられた年度の 

           翌年度に助成申請を行う。 

           ５月３１日までに助成金交付申請書(様式第１２号) 

           を提出 

 

⑦助成金交付通知   助成金交付決定通知書(様式第１３号)を通知。 

 

⑧助成金交付             助成金の交付 

 

※２年目から５年目は⑥から⑧までの手続きを毎年行う。 


